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改正行政手続法における意見公募手続の導入について 

 
１．改正の趣旨 

政省令などの命令等を定める際に，広く一般の意見や情報を求める手続等を定める

ことによって，行政運営の更なる公正の確保と透明性の向上を図り，もって国民の権

利利益の保護に資する。（平成 17 年 6 月成立，平成 18 年 4 月施行） 

 

２．概要 

（１）命令等の定義（法第 2条第８号） 

①法律に基づく命令又は規則，②審査基準，③処分基準，④行政指導指針 

（２）命令等を定める機関に意見公募手続として次の内容を義務付（法第 39 条） 

① 命令等の案や関連資料を事前に公示すること 

② 30 日以上の意見提出期間を置き，広く一般の意見や情報の公募を行うこと 

③ 意見や情報を考慮すること 

④ 意見や情報の内容，これらの考慮の結果などを公示すること 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

行政手続法における意見公募手続の概要 

 
①政令，府省令等 
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※手続の義務付けの解除 

 命令等の性質，個々の具体的事情等から，手続を義務

付ける必要性や合理性が認められない一定の場合に義務

付けを解除する規定を整備 

 （例）緊急・事務遂行の支障，軽微な変更等 

意見公募手続の流れ 

命令等制定機関 

命令等の案の作成 

案の公示・意見公募
（案のほか，関連資料を公示）

意見を考慮 

公募期間 30 日以上 

命令等の策定 

結果の公示 
（提出された結果（要約可），

意見を考慮した，意見公募をし

なかった場合にはその理由等） 
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３．神戸市への導入 

 行政手続法では地方公共団体は，命令等を定める行為に関する意見公募手続につ

いては適用除外となっているが，「この法律の規定の趣旨にのっとり，行政運営に

おける公正の確保と透明性の向上を図るため必要な措置を講ずるよう努めなけれ

ばならない。（法第 46 条）」とされている。 

本市においても，本法の趣旨をふまえて，議会の議決を要しない規則，要綱，要

領などで定められている審査基準，処分基準及び行政指導指針を定める際に意見公

募の手続を導入することが課題となっている。 

 

 

 

 

 


